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 各連結法人の当期控除額等の個別帰属額に関す
る明細書 

 
連 結 
事 業 
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・  ・ 

・  ・ 
法人名 

（ ） 
 



 

 

別表六の二（三）付表一の記載の仕方 

 

１ この明細書は、連結法人が措置法第68条の９第１

項から第３項まで((((試験研究を行った場合の法人

税額の特別控除))))（同法第68条の９の２第１項((((試

験研究を行った場合の法人税額の特別控除の特

例))))の規定により読み替えて適用する場合を含み

ます。）の規定の適用を受ける場合に記載します。 

 なお、この明細書は適用を受ける各連結法人ごと

に作成し、その連結法人の法人名を「法人名」の括

弧の中に記載してください。 

２ 「各連結法人における試験研究費の額１」は、試

験研究費の額に措置法第68条の14第６項((((国家戦

略特別区域における連結法人の機械等の特別償却

等))))に規定する開発研究用資産に係る償却費の額

が含まれている場合及び東日本大震災の被災者等に

係る国税関係法律の臨時特例に関する法律第25条の

５第１項((((復興産業集積区域における連結法人の

開発研究用資産の特別償却等))))に規定する開発研

究用資産に係る償却費の額が含まれている場合には、

措置法令第39条の44第３項((((国家戦略特別区域に

おける連結法人の機械等の特別償却等))))又は第27

条の10第４項((((国家戦略特別区域における機械等

の特別償却等))))に規定する特別償却実施額及び東

日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特

例に関する法律施行令第22条の５第１項((((復興産

業集積区域における連結法人の開発研究用資産の特

別償却等))))又は第17条の５第３項((((復興産業集積

区域における開発研究用資産の特別償却等))))に規

定する特別償却実施額の合計額を同欄の上段に内書

として記載します。 

 

 


